
消費者と消費者行政を取り巻く状況
について

資料１（参考１）（※平成29年10月30日第１回検討会において配布）



○ わが国のＧＤＰは、リーマンショックや東日本大震災の影響等により、一時的に減少したが、
直近では２０１１年以降増加傾向にあり、リーマンショック前の水準を回復。

経済の好循環と消費者の安全・安心（わが国のＧＤＰの推移）

※ 「平成２９年度経済財政報告」掲載のデータを活用して消費者庁にて作成
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経済の好循環と消費者の安全・安心（現下の景気回復期の特徴）

○ 現在、我が国は、2012年12月からの景気回復期にあり、戦後第２位のいざなぎ景気を超える長さと
なった可能性が高い（※）。
※ 最終的な判断は、データの更なる蓄積と専門家による事後的検証を待つ必要がある。

○ 雇用環境の改善、所得の増加、地方経済の回復、デフレでない状態の実現、生活の満足度の上昇・
格差の縮小が実現している。

年度

【有効求人倍率（パートタイムを除く常用）の推移】

※ 厚生労働省「職業安定業務統計」のデータを活用して消費者庁にて作成

≪雇用環境の改善≫

平成29年9月 内閣府発表資料を参考に消費者庁にて作成

（年）

【企業倒産件数の推移（全国）】（件）

（件）

※（株）東京商工リサーチの公表データを活用して消費者庁にて作成

【企業倒産件数の比較（地域別）】

≪地方経済の回復≫



521 

614 673 733 
835 835 

679 
861 

622 

836 
1,036 

1,341 

1,974 

2,404 1,892 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3

経済の好循環と消費者の安全・安心（現下の景気回復期の特徴）

【訪日外国人旅行者数の推移】

（万人）

（年）

（資料）日本政府観光局
（注）平成29年は推計値（8月分まで）、ほかは全て確定値である。

≪海外の需要の取り込み≫

平成29年9月 内閣府発表資料を参考に消費者庁にて作成

※ JNTOの公表データを活用して消費者庁にて作成

（店）

（注）毎年の4月1日時点の数値。

※ 観光庁の公表データを活用して消費者庁にて作成

【免税店数の推移】
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平成29年は８月までで
対前年比17.8％増。
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経済の好循環と消費者の安全・安心（現下の景気回復期の特徴）

537.2 
545.8 

12.5

13.0

13.5

14.0

14.5

15.0

15.5

16.0

16.5

500.0

510.0

520.0

530.0

540.0

550.0

560.0

570.0

全世帯の平均所得金額 相対的貧困率 子供の貧困率

67.3 73.9

32
25

0

10

20

30

40

50

60

70

80

満足 不満

≪生活の満足度の向上・格差の縮小≫

○ 2012年以降、世帯の平均所得も増加に転じているほか、貧困率（相対的貧困率、子供の貧困率）
が改善している。

○ また、世論調査における現在の生活への満足度についても、数値が上昇する傾向が窺える。

【世帯の平均所得金額などの推移】 【現在の生活に対する満足度の推移】

※ 厚生労働省「平成28年国民生活基礎調査」を活用して消費者庁
にて作成

※ 内閣府「国民生活に関する世論調査」（平成29年６月）を活用して
消費者庁にて作成

平成29年9月 内閣府発表資料を参考に作成

万円 ％ ％
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経済の好循環と消費者の安全・安心（わが国の消費の傾向）

○ わが国の社会経済活動において、家計最終消費支出は５０％を超える割合を占めている。

※ 内閣府「国民経済計算」（2017年9月8日公表データ（2017年4-6月期2次速報値））を活用し、消費者庁にて作成

名目国内総生産（ＧＤＰ） ５３７．１兆円

【名目国内総生産に占める家計消費の割合】（２０１６年）

家計最終消費支出
292.6兆円 54.5％

民間企業設備投資
81.7兆円 15.2％

公的固定資本形成
26.0兆円 4.8％

民間住宅投資
16.6兆円 3.1％

その他
120.1兆円 22.4％
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○ 近年、平均消費性向が低下傾向。雇用･所得環境の改善に比べて消費の伸びは弱い状況。

％

年

【平均消費性向（総世帯のうち勤労者世帯）の推移】

※ 家計調査（家計収支編）（総務省）のデータを活用して消費者庁にて作成

経済の好循環と消費者の安全・安心（わが国の消費の傾向）
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増やそうと思っている
特段増やそうとも減らそうとも思っていない
減らそうと思っている
無回答

【支出に関する消費者の意識の動向】

（備考）
１ 消費者庁「物価モニター調査」を活用して消費者庁にて作成
２ 「あなたの世帯の消費への支出額を、今後３か月の間について、去年の同期間と比べて、

どのようにしていこうと思っていますか。１つ選んでください。」との設問に対する回答。

％

消費税率引き上げ
（５％ → ８％）

経済の好循環と消費者の安全・安心（消費者の意識）
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経済の好循環と消費者の安全・安心（民間消費の傾向の国際比較）

○ わが国の民間消費の割合は、OECD平均を下回る水準。

【名目国内総生産に占める民間消費の割合】（２０１５年）

※ OECDのHP掲載のデータ（アクセス期日 平成29年10月18日）を活用して消費者庁にて作成
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○ 日本の人口は近年減少局面を迎えている。2065年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は38％台
の水準になると推計されている。

9

人口減少、高齢化、独居化の進行（日本の人口の推移）

【我が国の人口推移】
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【我が国の合計特殊出生率の推移】

将来推計実績値

年

年

千人

％126,933千人

33,810千人

45,291千人

8,975千人

88,077千人
実績値 将来推計

（注） 1970年以前は沖縄県を含まない。

（資料） 2010年までの人口は総務省統計局『国勢調査報告』、2015年の人口は総務省統計局『平成27年国勢調査 人口等基本集計』、2016年の人口は総務省「人口統計」、推計値は
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成29年推計）の出生中位(死亡中位)推計
2016年までの合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、2017年以降は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成29年推計）の出生中位(死亡中位)推計

高齢化率
38.4％

生産年齢
人口割合

51.4％



※ 総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（2013年１月推計）」を活用して消費者庁にて作成 10

人口減少、高齢化、独居化の進行（世帯構成の推移と見通し）

○ 夫婦と子供から成る世帯などが減少している一方で、６５歳以上世帯員のみのものを含む単独世帯、
ひとり親と子供から成る世帯など、周囲の目の届きにくい世帯が増加する傾向。

○ なお、単独世帯は2035年で約４割（約1,846万世帯）に達する見込み。
※一般世帯数 約5,333万世帯（2015年）、約4,956万世帯（2035年推計）
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人口減少、高齢化、独居化の進行（障害者などの消費生活相談の状況）

○ 障害者や、認知症等の高齢者など、周囲の支援が必要な方々、周囲の目の届きにくい方々に係る
消費生活相談は高水準で推移。また、相当数は本人以外から相談が寄せられている状況。
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【認知症等の高齢者に関する相談件数】

件

9185
11922 12128

4049

6495 7623

0

5000

10000

15000

20000

25000

2008年 2012年 2016年

契約者が相談者と異なるもの その他（不明のものを含む）

件

【障害者等に関する相談件数】

※ 平成２９年版消費者白書を一部改編して消費者庁にて作成
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【注】
1） 「専業主婦世帯」とは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）の世帯。
2） 「共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。
3） 2011年は岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。

12

○ 我が国では、共働き世帯の数が長年にわたり増加を続けている状況。１９９７年（平成９年）に男性
雇用者と専業主婦から成る世帯の数を逆転。

【共働き世帯数の推移】

女性の活躍の進展（雇用者の共働き世帯数）

※ 独立行政法人労働政策研究・研修機構ＨＰのデータを活用して消費者庁にて作成

【資料出所】
内閣府「男女共同参画白書」、
総務省「労働力調査特別調査」（2001年以前）及び総務省「労働力調査（詳細集計）」（2002年以降）
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％

【女性の就業率（１５歳～６４歳）の国際比較（２０１６年）】

○ 我が国の女性の就業率については、OECD平均を上回っている状況。
○ いわゆるM字カーブについても、以前よりカーブが浅くなっている。

女性の活躍の進展（女性の就業をめぐる特徴）

（備考）就業率：15歳～64歳の人口に占める、15歳～64歳の就業者の割合
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※ OECDのHP掲載のデータ（アクセス期日 平成29年10月18日）を活用して消費者庁にて作成

その他のＯＥＣＤ加盟国
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日本
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14

％

【女性の年齢階級別労働力率の推移】

※ 平成２９年版男女共同参画白書を参考に、総務省「労働力調査」を活用して消費者庁にて作成

年齢階級

（備考）労働力率：人口に占める、労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合
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※ 平成２９年版情報通信白書を活用して消費者庁にて作成

％

【インターネット利用者数及び人口普及率の推移（全世代）】

○ 直近では、インターネットの利用者数は1億人を超え、普及率も約８５％となっている状況。

高度情報社会の進展（インターネットの普及状況）

万人

注）調査対象は６歳以上。②インターネット利用者数（推計）は、「通信利用動向調査」で得られた過去１年間における
インターネット利用者の割合に６歳以上の推計人口（国勢調査及び生命表等を用いて推計）を乗じて算出。インター
ネット接続機器については、パソコン、携帯電話・PHS、スマートフォン、タブレット端末、ゲーム機等あらゆるものを含み
（当該機器を所有しているか否かは問わない。）、利用目的についても、個人的な利用、仕事上の利用、学校での利用
等あらゆるものを含む。③無回答を除いて算出している。
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【インターネット利用者数及び人口普及率の推移（年齢階層別）】

68.9 

95.5 96.3 
95.7 92.0 

82.2 

37.6 

27.7 

14.5 

82.6 

98.4 99.2 97.5 96.7 
93.0 

75.7 

53.6 

23.4 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

6～12歳 13～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

※ 「平成28年度通信利用動向調査の結果」（総務省）、
「平成24年通信利用動向調査の結果」（総務省）を活用
して消費者庁にて作成

13歳～59歳の年齢階層では、インターネット利用率が飽和状態

％

注 60～69歳の年齢階層における割合は、平成20年～23年分は
公表データの制約上、65～69歳の数値を活用している。
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○ スマートフォンの普及が急速に進みつつある。

高度情報社会の進展（スマートフォンの普及状況）

％

【情報通信機器の保有状況（世帯）の推移】

※ 平成２９年版情報通信白書を活用して消費者庁にて作成

【インターネット利用者が活用した端末の種類】
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83.5 

58.6 
57.9 

23.6 
13.3 

9.2 6.8 

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0

2015年 2016年

％
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18

○ 既に４０歳代以下の世代では、パソコンよりもスマートフォンの利用率が高くなっている状況。若い世代
から順次、利用の中心がスマートフォンへシフトしつつある。

【パソコンの利用状況（個人）の推移】（世代別） 【パソコンの利用状況の推移】（全世代）

※ 平成２９年版情報通信白書を活用して消費者庁にて作成

％

％

【スマートフォンの利用状況の推移】
（全世代）
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％

％

【タブレット端末の利用状況の推移】
（全世代）

【スマートフォンの利用状況（個人）の推移】（世代別）
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高度情報社会の進展（SNSの普及状況）

○ 若年層を中心に、スマートフォンの普及が急速に進みつつある中で、SNSの利用が定着しつつある。
○ しかし、SNSの利用が進むにつれ、SNSが関連する消費生活相談も増加傾向。
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11,541 
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12,000
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件

【SNSに関する消費生活相談の件数の推移】

※ 平成２９年版消費者白書を一部改編して消費者庁にて作成

【SNSの利用率の推移】
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％

※ 平成２９年版情報通信白書を活用して消費者庁にて作成

＊ LINE、Faceｂook、Twitter、ｍｉｘｉ、Ｍｏｂａｇｅ、ＧＲＥＥのいずれか
を利用
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高度情報社会の進展（ネットショッピングの状況）

○ 我が国の2人以上の世帯のうち、ネットショッピングを利用する世帯の割合は、近年伸びてきており、
月間支出総額も増加傾向にある。

21,102 
30,678 
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2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

インターネットを通じて注文をした世帯当たりの月間支出総額（円） インターネットを通じて注文をした割合

【ネットショッピングの利用世帯割合と１世帯当たりの支出総額の推移】

円
％

※ 平成２９年版情報通信白書を活用して消費者庁にて作成

（注） 2015年以降、調査項目を変更したため、2014年以前のデータと時系列で比較する際には注意が必要。
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消費生活におけるグローバル化の進展（越境ECの状況等）
○ 世界のBtoCの越境EC（※）の市場規模は、EC市場全体が拡大するにつれて、引き続き拡大すると

考えられているところ。 （※）電子商取引（electronic commerce）

○ 海外事業者が我が国の中で事業を展開する際に、日本人が勧誘等を担う場合もあり、消費者
トラブルの発生防止が重要。

○ 国民生活センター越境消費者センター（CCJ）が受け付けた相談も、大半が電子商取引による
ものであるところ。

【世界の越境EC市場の成長見通し】

億USドル

※ 平成28年度「我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商取引に関する市場調査）報告書」
平成29年4月 経済産業省商務情報政策局情報経済課）等を活用して消費者庁にて作成

【越境消費者センター（CCJ）が受け付けた相談件数】
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120 88 

0

2,000
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電子商取引 電子商取引以外

件

※ 平成２９年版消費者白書を一部改編して消費者庁にて作成

国（消費国）
米国からの
購入額

中国からの
購入額

合計

日本

2012年 150 5 155 

2013年 1,736 179 1,915 

2014年 1,889 197 2,086 

2015年 2,019 210 2,229 

2016年 2,170 226 2,396 

2,330 
5,300 

9,940 

0

10,000

20,000

2014年 2017年 2020年

【越境ECの市場規模】
（単位 億円）



目標１（貧困） あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる。

目標２（飢餓） 飢餓を終わらせ、食糧安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する。

目標３（保健） あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する。

目標４（教育） すべての人に包括的にかつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する。

目標５（ジェンダー） ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う。

目標６（水・衛生） すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する。

目標７（エネルギー） すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する。

目標８（経済成長と雇用） 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進
する。

目標９（インフラ、産業化、イノベーション） 強靭（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る。

目標10（不平等） 各国内及び各国間の不平等を是正する。

目標11（持続可能な都市） 包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する。

目標12（持続可能な生産と消費） 持続可能な生産消費形態を確保する。

目標13（気候変動） 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる。

目標14（海洋資源） 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する。

目標15（陸上資源） 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多
様性の損失を阻止する。

目標16（平和） 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明
責任のある包摂的な制度を構築する。

目標17（実施手段） 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する。 22

消費者政策をめぐる国際的な状況変化（持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ））
○ グローバル経済下での地球規模の課題への統合的取組を進めるため、２０１５年９月、国連において、持続可能な開発

のための２０３０アジェンダが採択された。

【持続可能な開発のための２０３０アジェンダの概要等】
○ ３年に及ぶ議論・交渉を経て、2015年9月の国連サミットで全会一致で採択。
○ 先進国を含む国際社会全体の開発目標として、2030年を期限とする包括的な17の目標を設定。
○ 「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に、統合的に取り組む。

○ 全ての関係者（先進国、途上国、民間企業、ＮＧＯ、有識者等）の役割を重視。

≪持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の詳細≫

・子供の事故防止

・消費者基本計画の
推進

・食品ロス削減
・消費者教育
・倫理的消費



⑧ＳＤＧｓ実施推進の体制と手段

■マルチステークホルダーパートナーシップ
■国際協力におけるＳＤＧｓの主流化
■途上国のＳＤＧｓ実施体制支援 23

【「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針」（平成28年12月22日ＳＤＧｓ推進本部決定）の概要】

○ わが国におけるＳＤＧｓの推進のため、総理を本部長とする推進本部において実施指針を策定。

○ビジョン 「持続可能で強靭、そして誰一人取り残さない、経済、社会、環境の統合的向上が実現された未来への先駆者を目指す。」
○実施原則 ①普遍性、②包摂性、③参画性、④統合性、⑤透明性と説明責任
○フォローアップ 2019年までを目処に最初のフォローアップを実施。

≪８つの優先課題と具体的施策≫

①あらゆる人々の活躍の推進

■一億総活躍社会の実現 ■女性活躍の推進
■子供の貧困対策 ■障害者の自立と社会参加支援
■教育の充実

②健康・長寿の達成

■薬剤耐性対策 ■途上国の感染症対策や保健システム
強化、公衆衛生危機への対応 ■アジアの高齢化への対応

③成長市場の創出、地域活性化、
科学技術イノベーション

■有望市場の創出 ■農山漁村の振興 ■生産性向上
■科学技術イノベーション ■持続可能な都市

④持続可能で強靭な国土と
質の高いインフラの整備

■国土強靭化の推進・防災 ■水資源開発・水循環の取組
■質の高いインフラ投資の推進

⑤省・再生可能エネルギー、気候変動
対策、循環型社会

■省・再生可能エネルギーの導入・国際展開の推進
■気候変動対策 ■循環型社会の構築

⑥生物多様性、
森林、海洋等の環境の保全

■環境汚染への対応 ■生物多様性の保全
■持続可能な森林・海洋・陸上資源

⑦平和と安全・安心社会の実現

■組織犯罪・人身取引・児童虐待等の対策推進
■平和構築・復興支援 ■法の支配の促進

・消費者基本計画
の推進

・食品ロス削減
・消費者教育
・倫理的消費

・子供の事故防止

消費者政策をめぐる国際的な状況変化（持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ））
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（注１）
心の豊かさ → 「物質的にある程度豊かになったので、これからは心の豊かさやゆとりのある生活をすることに重きをおきたい」
物の豊かさ → 「まだまだ物質的な面で生活を豊かにすることに重きを置きたい」

（注２）
2015年6月調査までは、20歳以上の者を対象として実施。2016年7月調査から18歳以上の者を対象として実施。

心の豊かさ

24

【参考】消費に関わる国民の意識（豊かさに対する意識）

※ 「国民生活に関する世論調査」（平成29年6月）のデータを活用して消費者庁にて作成

【豊かさに関する考え方の変化】

○ 大量生産・大量消費型の経済を見直そうという国民意識も見受けられる。

物の豊かさ

％



20歳18歳

民法の
未成年者
取消権

（消費者の年齢）

事業者の行為の不当性の
有無に関わらず取消しの
対象となる

成年年齢の引下げ
引下げで
取消権が
無くなる

民法の成年年齢を引き下げた場合の問題点について

民法の成年年齢の引下げについての意見（法制審議会 平成21年10月28日答申）から抜粋

第４ 民法の成年年齢を引き下げた場合の問題点及びその解決策

１．契約年齢を引き下げた場合の問題点

契約年齢を引き下げると、18歳、19歳の者の消費者被害が拡大するおそれがあると考えられる。

すなわち、若年者の消費者トラブルの現状については、消費者問題を専門にしている弁護士や国民生活センターの理事等のヒアリングを通じて、

①消費生活センター等に寄せられる相談のうち、契約当事者が18歳から22歳までの相談件数は、全体から見ると割合は少ないものの、

20歳になると相談件数が急増するという特徴があること、

②悪質な業者が、20歳の誕生日の翌日を狙って取引を誘いかける事例が多いこと、

③携帯電話やインターネットの普及により、若年者が必要もないのに高額な取引を行ってしまうリスクが増大していること、

④若年者の消費者被害は学校などで連鎖して広がるという特徴があること

等が示された。これらの特徴のうち、特に、①、②の事情からすると、未成年者取消権（民法第５条第２項）の存在は、悪質業者に対して、未成年者を契

約の対象としないという大きな抑止力になっているものと考えられる。

そうすると、民法の成年年齢が引き下げられ、契約年齢が引き下げられると、18歳、19歳の者が、悪質業者のターゲットとされ、不必要に高額な契約

をさせられたり、マルチ商法などの被害が高校内で広まるおそれがあるなど、18歳、19歳の者の消費者被害が拡大する危険があるものと考えられる。
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民法の成年年齢引下げに関する
消費者被害の防止・救済のための対応策の検討について

平成29年1月
消費者委員会事務局

○消費者庁長官から消費者委員会に対する意見聴取（平成28年９月）

○成年年齢引下げ対応検討ワーキング・グループの設置～消費者庁への回答

・消費者委員会に、成年年齢引下げ対応検討ワーキング・グループを設置（平成28年９月）
・平成28年９月以降、計14回の会議において、計31の、有識者・関係団体・関係機関・関係省庁等

からヒアリングを実施した後、報告書を取りまとめ（平成29年１月）
・消費者委員会本会議で、報告書の内容を踏まえ、消費者庁長官宛てに回答（平成29年１月）

平成28年９月に、消費者庁長官から消費者委員会宛てに、
民法の成年年齢が引き下げられた場合、新たに成年となる者の消費者被害の
防止・救済のための対応策について、意見の求めを受ける。

＜主なヒアリング先＞
有識者等：大学教授・教諭等
関係団体：同志社生活協同組合、公社社団法人日本訪問販売協会、

特定非営利活動法人日本エステティック機構、
日本貸金業協会、一般社団法人全国消費者団体連絡会、
一般社団法人日本経済団体連合会、日本司法書士会連合会、
日本弁護士連合会

関係機関：国民生活センター、東京都消費生活センター、
金融広報中央委員会事務局

関係省庁：消費者庁、経済産業省、金融庁、文部科学省、法務省
等

＜成年年齢引下げ対応検討WG
構成員＞
（座長） 樋口 一清
（座長代理）池本 誠司

大森 節子
河上 正二
増田 悦子

（オブザーバー）
後藤 巻則
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【参考】



・民法（第５条第２項：未成年者取消権）
・特定商取引法（第７条第４号、同施行規則第７条第２号：老人その他の者の判断力の不足に乗じた契約の締結を指示対象行為）
・貸金業法（第13条第１項及び第３項：返済能力の調査、第13条の２：過剰貸付け等の禁止）
・割賦販売法（第30条の２、第35条の３：年収等の確認による支払可能見込額の調査）

20～22歳で相談件数が増える商品・役務

男性：マルチ取引、フリーローン・サラ金など

女性：エステ、医療サービスなど

契約購入金額の平均も20歳以降に増加

18歳 男性：約16万円、女性：約16万円

19歳 男性：約21万円、女性：約17万円

20～22歳 男性：約39万円、女性：約27万円

第１ 現状と課題

４．消費者教育における現状と課題

このような状況を踏まえて、「若年成人」の消費者被害の防止・救済の観点から望ましい対応策を検討

１．若者の実態と課題
２．若年者の消費者被害の動向

成年年齢引下げ対応検討W G報告書の概要

社会人としての出発点での回復不能なダメージから保護
しつつ、段階的に経験を積んで成熟した成人へと成長で
きる社会環境を整備し、若者の成長を支える必要があ
る。

18歳・19歳と比べて20歳以降の相談件数が増加している。

はじめに

成年年齢を引き下げるものとする民法改正を実施する場合
新たに成年となる18歳、19歳の消費者被害の防止・救済のためには、本報告書を踏まえた消費者教育などの充実や制度整備等の検討が必要。

新たに成年となる者に対し、①十分な消費者教育がされるまでの準備期間を確保すべき。
②消費者被害の防止・救済のための相談体制の強化、制度整備などの措置が実施されるために必要な期間を確保すべき。
（制度整備については、国民的コンセンサスを得つつ検討が進められることを期待）

３．若年者保護のための具体的措置に関する制度の現状

５．本報告書が対象とする若者の範囲

・小中高等学校：家庭科・社会科（公民科）を中心に実施。

授業時間が少ない、その効果が不明確、
悪質商法・消費者保護制度の変化が早く教員の指導の負担大、
適切な教材に関する情報提供も十分ではない等の指摘。

・大学：新入生ガイダンスでの啓発や授業科目の開設等を実施。

対応にバラつきが大きく、全体的に取組は十分ではない。
大学の教員養成課程で、「消費者教育」を確実に修得している
とは言い難く、教員免許更新講習で消費者教育を取り扱うもの
はごく僅かな状況。

・成熟した成人への移行プロセスの長期化・個別化・多様化・流動化。

・18歳を境目に生活環境が大きく変わる（進学・就職）。

・成熟した成人と比較して十分な知識・経験・判断能力が身に付いている
とはいえない。

消費者被害の防止・救済のための対応策については、
・年齢のみによって画一的に処理するのではなく、個人の知識・経
験・判断力等に応じた対応をしつつ、若者が成熟した成人として
社会に参画できるための支援の必要性を確認。

・現在の大学進学率は５割に達し、専門学校等への進学者を
加えると７割以上が18歳を超えても学業を継続している状況。

（なお、具体的な制度整備や消費者教育などの実施にあたっては、その実態に
応じて対象とする「若年成人」の年齢、属性を検討し、各々に即して対応）

18歳から22歳を念頭に「若年成人」とし、社会全体で「若年
成人」が成熟した成人になることができるよう支援が必要
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第２ 望ましい対応策

１．制度整備

２．処分等の執行の強化 ３．消費者教育の充実

・相談体制の強化・拡充（消費生活センターの周知、相談窓口の拡充等、若者支援機関（地域若者サポートステーション等）との連携）

・大学・専門学校等の有する情報の充実及び活用（被害事例に関する消費生活センターや大学・専門学校等間の情報交換等）

４．若年成人に向けた消費者被害対応の充実

・未成年者及び若年成人に配慮した自主行動基準の堅持・強化
・若年成人への配慮に着目した「消費者志向経営」の促進
・若年成人に対する健全な与信のための取組

５．事業者の自主的取組の促進 ６．その他

○消費者契約法 （具体的には消費者契約法専門調査会で検討）

・若年成人に対する
配慮に努める義務：

・不当勧誘に対する
取消権：

○特定商取引法
省令改正により若年成人に対する以下の行為を行政処分の対象として明確化
・連鎖販売取引において若年成人の判断力の不足に乗じて契約を締結させる行為（特定商取引法施行規則第31条第６号関係）
・訪問販売において若年成人の知識・判断力等の不足に乗じて契約を締結させる行為（同第７条第２号関係）

・小中高等学校：
消費者教育の機会充実・推進のための人材開発（研修等）、ｱｸﾃｨﾌﾞ･ﾗｰﾆﾝｸﾞ
の視点からの学習・指導手法の高度化や実効性確保・教材の開発、児童養護
施設等での消費者教育支援に関するプログラムの検討等

・大学・専門学校等：
人材開発(教員養成課程における消費者教育の重要性を認識させる働きかけ)、
自治体と大学等の消費者被害防止のための連携枠組み強化、
学生相談室等を通じた消費者教育・啓発強化（大学）、消費者啓発・教育の
取組についての実態把握（専門学校）等

・法教育・金融経済教育：関係省庁・機関との連携を通じた取組の強化

・支払手段となる信用供与契約について虚偽記載を唆す行為
・若年成人の知識・判断力等の不足に乗じて契約させる事案
・若年成人に被害の多い商品等

○特定商取引法に違反した事業者に対する
処分等の積極的な執行

・消費者被害防止のための啓発活動を実施する若者団体の活動支援
・成年年齢引下げに伴う、若年消費者被害防止の社会的周知のため
の国民キャンペーンの実施

事業者は、消費者契約を締結するに際しては、消費者の年齢、消費生活に関する知識及び経験並びに消費生活におけ
る能力に応じて、適切な形で情報を提供するとともに、当該消費者の需要及び資力に適した商品及び役務の提供につ
いて、必要かつ合理的な配慮をするよう努めるものとすること。

事業者が若年成人の知識、経験不足等の合理的な判断をすることができない事情に乗じることにより締結させた、当
該若年成人にとって合理的・必要性を欠く消費者契約を取り消すことができる制度を検討すること。

（考慮する要素として、①若年成人の知識・経験・消費生活における能力の不十分性、②事業者が①を利用したこと
③消費者契約の目的が当該若年成人の需要及び資力との関係で合理性・必要性を欠くこと）
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※ 留意すべき事項
これまでに、消費生活センター等には、
・ 事業者の信用性や、事業者で購入した仮想通貨の解約等に関する相談
・ システムやセキュリティに関する相談 ・ 事業者のセキュリティに関する相談

などが消費生活相談として寄せられているところ。

29

○ 資金決済法の改正（平成29年4月1日施行）により、仮想通貨交換業者の登録制が導入され、現在、１１の
事業者が登録。

仮想通貨をめぐる状況

【１ 仮想通貨とは】
改正資金決済法では、仮想通貨は、以下の性質を有する財産的価値と定義されたところ。
 不特定の者に対して、代価の弁済に使用でき、かつ、不特定の者を相手方として法定通貨と相互に交

換できる。
 電子的に記録され、移転できる
 法定通貨又は法定通貨建ての資産（プリペイドカードなど）ではない

【２ 仮想通貨交換業者に関する制度整備の背景】
① 平成２６年、ビットコインの取引を行っていたMT GOX社が破産手続を開始。翌年、同社の代表者が業務上
横領等の容疑で逮捕。

② 国際的にも、仮想通貨による取引が急速に拡大していた一方で、マネロン・テロ資金供与対策の課題が
存在していたことから、平成２７年のG７エルマウサミットにおいて、仮想通貨及びその他の新たな支払手段
の適切な規制を含め、全ての金融の流れの透明性拡大を確保するために更なる行動をとることが合意され
た。我が国では、資金決済法を改正して仮想通貨交換業者に対する登録制等を導入することとなったもの。

・ 登録されている事業者であることの確認
・ 価格変動等のリスクの認識

が、消費者サイドからは非常に重要。
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【金融庁、消費者庁、警察庁による注意喚起】
（平成29年9月実施）

【国民生活センターによる注意喚起】

【消費者トラブル防止のための注意喚起】

平成29年9月実施

平成29年3月実施
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○ ITを活用した革新的な金融サービスを総称してフィンテックと総称。決済・送金サービス、融資・調達など、
多様な業態が生まれている。

フィンテック（FinTech）をめぐる状況

【１ 我が国における制度的対応の状況】

① 平成２８年の銀行法等の改正により、銀行等によるフィンテック企業等への出資の容易化等を内容
とする制度整備を実施。また、平成２９年の銀行法等の改正により、利用者保護を確保しつつ、金融
機関とフィンテック企業とのオープン・イノベーションを推進するため、「電子決済等代行業者」への
登録制の導入等を内容とする制度整備を実施。

② 平成２８年の割賦販売法の改正により、フィンテック企業が決済代行業に参入することも見据え、
安全・安心なクレジットカード利用環境を実現するため、カード発行業者との間で、加盟店管理の
業務を行う事業者について、「クレジットカード番号等取扱契約締結事業者」の登録制度を創設。

【２ 取組事例】
米国のKabbageにおいては、融資申込者の決済サービスの利用履歴、ネットショッピングの購買履歴、

ソーシャルメディア等のデータを集め、AIによって解析し、融資の可否を速やかに判断している。

企業 Kabbage

② 銀行、決済サービス企業などから、
審査に必要な情報を取得。AIが融資
の可否を審査。①融資を依頼

③審査結果を
通知

≪Kabbage（米国）のサービスイメージ≫

※ 平成２８年版情報通信白書
を活用し、消費者庁にて作成
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フィンテック（FinTech）をめぐる状況

【４ Fin Tech事業に関わる消費生活相談】

消費生活相談の事例には、以下のような事例が存在。

≪事例１≫
・ 株の売買の情報を調べていたら、有料の株トレード情報サイトに入ってしまった。その後関連会社から勧誘の
電話があり困っている。

≪事例２≫
・ 家計簿アプリをアンインストールしたのに、退会できていないとメールが来た。どうしたらいいのか。

≪事例３≫
・ スマホに、家計簿のアプリケーションをダウンロードした。登録する途中でやめたが、登録になってしまった。

利用開始時において、利用者である消費者自身が慎重に検討することが重要。

【３ 我が国における認知度等】
我が国においては、フィンテックについて、内容を知っているのは１割程度であるところ。

4.6

6

11.1 78.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全年代

利用しており、よく知っている 利用していないが、内容は知っている

聞いたことがあるが、内容はよく知らず、利用したことがない 知らないし、利用したこともない

※ 消費者庁「平成28年度消費生活に関する意識調査」を活用して消費者庁にて作成
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○ スマートフォンの普及等により、個人の所有物や能力のリアルタイムに、かつ、不特定多数の間
で「見える化」することが可能になってきており、個々人の保有資産をマッチングプラットフォーム
を介して他の個人等も利用可能にするシェアリングエコノミー型のサービスが発展。

○ 消費者におけるシェアリングエコノミーへの認知度は約70％に達するとのデータも存在。

シェアリングエコノミーをめぐる状況

【シェアリングエコノミーの仕組みのイメージ】
≪Airbnb（米国）のサービスイメージの場合≫

※ ２０１７年版中小企業白書を活用し、消費者庁にて作成

16.8

52.6

30.5

活用している 知っているが、活用していない 知らない

（％）

【消費者における
シェアリングエコノミーの認知度】

ゲスト（部屋を
借りたいユーザー）

ホスト（部屋を
貸したいユーザー）

部屋情報登録

ホスト手数料 ゲスト
手数料

部屋情報閲覧

予約リクエスト

部屋提供

宿泊料金

※ 平成２８年版情報通信白書を活用し、消費者庁にて作成

［備考］一部の画像素材を http://www.digipot.net/ から活用。

Airbnb

http://www.digipot.net/
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【シェアリングエコノミーの展開分野やサービスの概要の例】

分野 サービス概要 事業者の例

1 家事代行 家事等のスキルを、家事を依頼したい個人に仲介するサービス
ANYTIMES
家事代行広場
タスカジ

2 子守り 子守りを仲介するサービス
AsMama
キッズライン

3 スキル 様々なスキル提供を個人に仲介するサービス
ココナラ
クラウドワークス

4 空間シェア 会議室、空き店舗等を、利用する個人に仲介するサービス

スペースマーケット
Spacee
SHOPCOUNTER
スペースシェア

5 駐車場シェア 空き駐車場を、借りたい個人に仲介するサービス
トメレタ
SKYZ

6 農地シェア 休耕地を、借りたい個人に仲介するサービス シェア畑

7 車の共同使用 車の共同使用を仲介するサービス Anyca

8 車の相乗り 車の相乗りを仲介するサービス
notteco

9 食事 自宅での料理体験を、旅行者等に仲介するサービス
TADAKU
キッチハイク

10 外国人向けガイド 外国語での案内サービスを、外国人旅行者に仲介するサービス
Huber(TOMODACHI GUIDE)
Voyagin

※ 参考資料 2017年版中小企業白書
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【わが国におけるシェアリングエコノミーの市場規模の推移と予測】

※ 平成29年版情報通信白書を活用して消費者庁にて作成。
［資料出所］矢野経済研究所「シェアリング・エコノミー（共有経済）市場に関する調査結果」（2016年7月19日発表）
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注 本調査におけるシェアリングエコノミーサービスでは、音楽や映像のような著作物は共有物の対象としていない。
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売上高ベースで算出した。
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【わが国におけるシェアリングエコノミーの推進に向けての論点】

※ 平成２９年版経済財政白書を活用して消費者庁にて作成。

＜シェアリングエコノミー検討会議中間報告書における整理＞

① 自主ルールによる安全性・信頼性の確保
シェアリングでは、サービスを提供する個人等が責任を負うことが基本であり、事故や

トラブルへの利用者の不安を低減するためにも、シェアリング・プラットフォームを運営
するシェア事業者団体による自主的ルールの策定等を進める必要がある。

② グレーゾーン解消に向けた取組等
事業者が、現行の規制の適用範囲が不明確な分野においても、安心して事業活動を

行えるよう、法令の適用の有無について明確化する必要がある。また、そうした法令に
より許認可等が必要なものについては、政府が規制の見直しも検討する必要がある。

③ 先行的な参照モデルの構築
自治体とシェア事業者が連携をして実証を行い、シェアリングエコノミーの地域への

導入に資するベストプラクティスモデルを構築する。これによりシェアリングエコノミー
のメリットを広く他の地域に浸透させることができる。



現実社会の課題
の解決
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○ AIについては、第4次産業革命における新たなICTの潮流の一つであるとともに、ディープラーニングを
通じて、同じく第4次産業革命の重要な要素であるビッグデータの解析の効率性が飛躍的に上がること
など、社会的課題の解決に活用していくことが期待されている。

○ しかし、AIの活用により判断された内容によるトラブルについての取扱いや動作不良時の法的な責任
など、検討を要する事項が存在する状況。

人工知能の活用をめぐる状況

AI

ビッグデータ
として蓄積

データ（IoTなど）

収集したデータを
AIを用いて分析

分析結果の活用

サービスの提供
（自動運転、ヘルスケアなど）

新たなデータの蓄積

※ 平成２８年版情報通信白書を参考にして
消費者庁にて作成。

【AIを中核とした社会システムの
イノベーションイメージ】
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